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はじめに
　
国際組織の法的地位は、国際組織法のもっとも基本的な問題の一つである。国際組織が法的にどのような位置を占
め、どのような資格ないし能力をもち、あるいは責任を負うのかという問題と密接に結び付いているからである
）（
（
。そ
のた 国際組織の法的地位は、国際組織の出現とともに、さまざまな形で論じられてきた。　
国際組織の法的地位には、国際法上の地位と組織 構成員である国家や非構成員 国家の国内法上の地位があ
る。国際組織の国際法上の地位がより重要であることは、 うまでもないが、国内法上の地位の重要性もこれに劣らない。国際組織の活動の相当な部分 当該組織の構成員で 国家、または非構成員である国家の領域内で行われ、活動の影響が 家にも及びうるからである。いずれにしても、国際組織の法的地位、とりわけ国際法上 地位を明確にすることが求められる。　
国際組織の国際法上の地位に関しては、次のような事項の検討が必要である。第一に、国際組織の国際法上の地位
の一般的・形式的 要素である国際組織の国際法上の人格ないし国際法上の主体性である
）2
（
。第二に、国際組織の国際
法上 地位に関 次 ような個別的・具体的な事柄 これには、国際組織の国際法上の権利義務や国際的な場で一定 行為を行う能力ないし権能、すなわち国際法上の行為能力 さらに、国際組織の国際違法行為 ら生じ国際責任などがある。国際組織の国際的な行為能力に関しては、組織の機関が設立条約や関連文書、機関の規則や決定などに基づいて行使する権限も重要である。これらの事項の検討を通じて、国際組織の 法上 全般的 地位が
3（（42‐2‐3（）国際組織の国際法人格の理論と実際（一）（東）
明らかになる。　
本稿では、国際組織の国際法上の独自の存在を示す要素としての国際組織の国際法人格について論じる。従来から
議論の多いこの法人格概念の意味内容をたんに明らかにするためではない。国際組織の法的地位を包括的に考察するための、いわば基礎的作業として行うのである。とはいえ、この国際組織の国際法人格については、やはり、その概念を明確にして、法的性格や根拠とともにその本質的な要素を確認する必要がある めぐる問題を複雑にしている最大の要因として、国際法人格の概念が 確にされないまま議論されていることがあげられる
）3
（
。
　
このような観点から、まず、国際組織の国際法人格概念を検討する。つぎに、国際組織の歴史的な発展過程で生じ
た国際行政連合や国際連盟などの国際法人格に関する議論 推移をみることにする。そして、 連合の国際法人格について、憲章の起草過程 おける対応に触れて、国際組織の国際法人格をめぐる議論にきわめて大きな影響を及ぼしてきた、一九四九年の「 合の職務中 被った損害賠償」に関する事件（以下、 「 連損害賠償事件」とする）に関する国際司法裁判所 勧告的意見を検討する
）4
（
。そのうえで、国際組織の設立条約における関連規定から国際組織
の国際法人格 関する実 をみることにする。　
Ⅰ
　
国際組織の国際法人格の概念
1　
国際法人格の定義
　
国際組織の「国際法人格」 （
International legal （
or ） juridical personality, Personnalité  juridique internationale, Internationale 
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Rechtspersö nlichkeit ）という用語は、一般に国際組織の国際法上の主体性、より具体的には、国際法上の権利義務を
享有する資格をさすものとして用いられる
）（
（
。国際法上の権利を享有し、義務を負担する地位をさしているといっても
よいであろう。国際法上の権利義務をもつ者は、 「国際法人格者」であるが、国際法人格は、このような国際法人格者の国際法上の権利義務の担い手 の資格ないし地位を示すものである。国際法上の権利義務の担い手は、一般に国際法関係の当事者を意味する「国際法の主体」と呼ばれ、このような国際法関係の主体としての性質は、 「国際法上の主体性」と表現される。したがって、国際法人 は、国際組織の国際法関係の主体ないし当事者として 資格や地位を示す概念でもある
）（
（
。
　
国際組織が国際法人格をもつことは、すでに明らかなように、国際組織が国際法上の権利義務の担い手、つまり国
際法の主体であることを意味する
）（
（
。言い換えれば、国際組織が当該組織の構成員である国家とは別個の独自の国際法
上の人格者であって、国際法の主体として国際法上の権利を享有し、義務を負担する資格ないし能力をもつことを示すのである。いずれにしても、国際法人格は、本来、ある法的実体の国際法上の地位を形式的・抽象的に示すものであり、具体的な国際法上の権利義務や国際的な行為を行う 的能力 は直接の関係 ない法理論上の概念である
）（
（
。
2　
国際法人格の根拠
　
もう少し敷衍すれば、国際組織の国際法人格は、基本的に国際組織が国際法上の権利や義務をもつことが拠りどこ
ろになる。もちろん、国際組織の や義務は、すでに存在するものだけでなく、新た 権利や義務を生じさせる条約の締結や使節の派遣・接受などの国際法上の行為や違法行為に対する国際責任に関しても生じる。
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組織の国際法人格に関して組織の権利・義務だけでなく、国際法上の行為能力や責任能力も絡めて論じられるのはこのためである。　
しかし、重要なことは、国際組織の国際法人格は、当該組織が享有する国際法上の権利（義務）能力や行為能力、
責任能力をもつことの結果であり、いわば、これらの帰結として認められるにすぎないということである
）9
（
。国際組織
の国際法人格から国際法上の権利や義務、法律的行為などを行う能力が生じるわけでは い。したがって、 「国連損害賠償事件」に関する勧告的意見で国際司法裁判所が示した判断や、これに触発された論者の国際組織の国際法上の行為能力を当該組織の国際法人格 帰結として導く議論には、大きな問題があるといわなければ らな 。 のような議論では、国際組織の国際法人格 権利能力、とりわけ行為能力の因果関係に関して不可避的に循環論法に陥ることに り、具体的に どのような国際法上の権利義務や行為能力から国際法人格を導き、逆 こ 法人格からどのような国際法上の権利義務や行為能力が生じるのかということが明らかではないからである
）10
（
。
　
国際組織の国際法人格の根拠に関連づけていえば、この国際法人格 存在を決定するのは一般国際法である。国際
法秩序における国際組織法の原理であると言ってもよいであろう
）11
（
。とはいえ、法人格の概念は、すべての法秩序に内
在する基本概念の一つであり、共通の本質的要素をもつも ることが理解されなければな ない。従来の生成・発展を国家中心主義の立場から捉えて、国際組織の成立とその法的地位や能力の基礎を国家の意思に求 、国際組織の国際法人格の根拠を設立条約、あるいはより直接的に、組織を設立した国家の意思に基づかせる傾向 強かった。国家を主たる構成員とする国際社会 実情と国際法が発達してきた経緯から やむを得 い事情があり、理解できるが、 際組織の 的地位や能力などに関して、基礎をなす事実的な要素を 的原理として じて こと
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は、見直される必要がある。いずれにしても、国際組織の国際法人格の存在は、多数の国家の行為に法的効果を生じさせる国際法の作用、法を創造する主体の事実的な行為に法的効果を生じさせる国際法と国際組織法の原理によって客観的に把握されるべきもので
）12
（
。
Ⅱ
　
国際組織の国際法人格に関する議論の展開
1　
国際行政連合の国際法人格
　
国際組織が国際法上の人格をもつか否かという問題は、まず、一九世紀の後半から設立されるようになった国際行
政連合に関して提起された。国際法の主体を国家に限定する伝統的な国際法の観念のもとでは、国際行政連合の国際法人格を積極的に認める論者は少数であった。一八九七年にフェドッツィ（
P. Fedozzi ）
は、
伝
統
的
な
国
際
法
の
立
場
を維持しつつ、国際行政連合の国際私法上の人格を認め
た
）11
（
。フジナート（
G
. Fusinato ）
は、
一
九
一
四
年
に
国
際
農
業
研
究所（
International Institute of A
griculture ）を真の国際的法人格者であると主張し
た
）11
（
。しかし、ノイマイヤー
（
K
. N
eum
eyer ）
は、
国
際
行
政
連
合
の
国
際
法
人
格
を
明
確
に
否
定
し
た。
そ
し
て、
国
際
行
政
連
合
は、
実
定
法
の
観
点
か
ら
は
国
内法上の法人
personnes m
orales ）か、あるいはそのようなものでさえないかのいずれかにすぎないとした
）11
（
。
　
国際農業研究所に関しては、一九三一年にイタリアの破棄院が国際法人格を認めて、国内法的レベルに止まるもの
の、学説的な見解に実際的な根拠が与えられた。破棄院は、研究所の職員 解雇から生じた補償問題をめぐる「農業研究所対プロフィリ」事件の上告審判決 おいて、同研究所が国際行政連合である国際的実体であり、所在国と
3（（42‐2‐3（）国際組織の国際法人格の理論と実際（一）（東）
の関係が国際法によって規律される国際法人格者であるという判断を示した
）16
（
。なお、一九二八年七月二八日に、国際
連盟と研究所の間で協力のための合意覚書（
M
em
orandum
 of A
greem
ent ）が締結された
）11
（
。
2　
国際連盟の国際法人格
　
第一次世界大戦後の国際連盟（以下、連盟とする）の設立は、この機構の国際法上の主体性ないし国際法人格に関
する本格的な論議を巻き起こす契機となった
）11
（
。連盟が歴史上、はじめて普遍的な政治的機構として立ち現われたこと
と、国際社会の平和と安全を維持 るための集団安全保障制度に絡むものを中心とする、従来考えられなかったようなさまざまの大きな権限を与えられたことによる。　
連盟規約には、連盟の国際法人格に関する明確な規定はなかった。したがって 国際法学者の間でも、連盟が国際
法人格をもつか否かがかなり広範に議論さ 。そして、若干の論者は、連盟が国際法人格をもつことを否定した。しかし、多数の論者は、連盟が国際法人格をもつことを積極的に認 た。連盟の国際法人格 積極的に容認したオッペンハイム（
L. O
ppenheim
）は、連盟の法的地位について次のように述べた。
「
･･･
連盟は、国際法の主体、さまざまな国家と同じような国際 者のようである。連盟と構成員である連盟国
のそれぞれの権利や義務は、大部分が連盟規約で規定されている。しかし は、すべての点で特殊な国際人格者（
une personne internationale sui generis ）であり、他のいかなる主体とも比較できないような国際法の主体である
ことを際立たせる必要がある。 （中略）連盟は、国家ではなく、特定の領域をもたず、統治 べき国民をもたないので、国家主権の意味で 主権をもたない。しかし、連盟は、特殊な国際的人格者として 一般的に主権 家に
3（大阪学院大学法学研究 2016（42‐2‐3（）
よってしか行使され得ないようなさまざまな権利の主体である
）11
（
。 」
　
オッペンハイムは、連盟の法的地位に関するこのような判断を連盟規約とヴェルサイユ条約に基づく連盟の目的や
権限などから導いた。とりわけ、連盟の使節権、ザール盆地や委任統治領に関する権能、ダンチッヒの保護権、紛争当事国への介入権、少数民族を保護するための連盟国の国内問題への介入権、戦争と平和を宣言する権限などを判断材料とした
）20
（
。
　
国際連盟の出現は、その他の国際組織の法的地位に関する見解にも大き 影響 及ぼした。第一次世界大戦後 設
立された国際決済銀行（
IBS ）やドイツの賠償委員会などに関しても、国際法上の人格ないし地位を認める見解が明
らかに 。例えば、連盟が国際法上の人格者であると認 たウィリアムス（
J.F. W
illiam
s ）
は、
国
際
決
済
銀
行
に
ついても、 「国際法人」 （
international body corporate ） 、ないし「国際法人格者」 （
personne juridique internationale ）とい
う名称が与えられようと述べている。そして、国際決済銀行についても、国内的及び国際的な権利・義務をもつ特殊な（
sui generis ）法人であるとした
）21
（
。
　
連盟の国際法人格を国家として最初に明確に認めたのはスイスである。スイス政府は、一九二一年に連盟との間で
連盟の自国における法的地位や職員の特権免除に関する「暫定協定」 （
M
odus Vivendi ）を締結した際に、連盟が国際
法人格をもつことを確認する提案をしていた。そして、一九二六年に同国と連盟 の間で締結された改正暫定協定の第一条には、国際連盟の国際的人格に関する次のような明確な規定が盛り込まれた。「スイス連邦政府は、国際連盟が国際的人格と法的能力をもっており、国際法の規則によれば、原則として国際連盟の明示的な同意がないかぎり、スイスの裁判所で訴追されないことを認める
）22
（
。 」
3（（42‐2‐3（）国際組織の国際法人格の理論と実際（一）（東）
　
このように、多くの国際法学者が連盟の国際法人格を認めただけでなく、連盟本部のあったスイス政府も明確に認
めた。スイス以外の連盟国が連盟の国際法人格をどのように判断していたのかは明らかではないが、一九二六年の暫定協定は、同年九月二〇日に連盟理事会で承認されたので、連盟の国際法人格は、連盟国によって受け入れられていたとみてよいであろう
）21
（
。
Ⅲ
　
国際連合の国際法人格
1　「国連損害賠償事件」
　
国連憲章には、国際連合（以下、国連とする）の国際法上の人格に関するいかなる規定もない。一九四五年のサン
フランシスコ会議で国連憲章が起草・採択された際に、国連の国際法人格について規定すべきか否かが検討されたが、結局見送られた。憲章で国連の国際法人格に関する規定を設けないことで、この組織が超国家的性質をもつ ではないかという論議が生じるのを回避したといわれている
）21
（
。国連の国際法人格に関する規定を憲章で設けても、国連
が加盟国とは別個の国際法の主体であることを示すだけであり、国際法人格と超国家的性質とはまったく無関係であるが、国際連盟に関して超国家的なも はないか う論議があったことを考慮したらしい。いずれにしても、憲章で国連の 法人格つ 規定しなかったの 、意図的なもの ったことがわかる。　
しかし、国連の創設後間もなく、その国際法人格が明確にされる とになった。一九四八年九月一七日に、エルサ
レムで国連パレスチナ調停官（
M
ediator ）のベルナドッテ伯爵（
Count Folke Bernadotte ）が、イスラエル軍の支配地
3（大阪学院大学法学研究 2016（42‐2‐3（）
区を通行中に、ユダヤ人の過激派集団によって暗殺されたことが契機となった。調停官に同行していていた国連監視員（
U
nited N
ations O
bserver ）のセロー（
A
ndré  Sé rot ）大佐も殺害された
）21
（
。
　
国連総会は、同年の第三会期に事務総長の覚書を受けて、まず、第六委員会で対応策を集中的に審議した。そし
て、同委 会が提出した決議に基づき、一二月三日の本会議で、決議二五八（Ⅲ）を全会一致で採択し、国連がこのような事件に責任を負うべき政府 対して損害賠償を請求できるか否かについて国際司法裁判所の勧告的意見を求めた
）26
（
。裁判所は、一九四九年四月一一日の「国連損害賠償事件」の勧告的意見で、国連がこの事件で被った自らの損
害と犠牲者またはその者を通じて権利をもつ者のために、加盟国か非加盟国 を問わず、責任を負うべき国家に対て、国際的な請求を行う能力 もつことを認めた
）21
（
。これに関連して、国連の国際法人格の存在を明確に示した。国連
の国際法人格を中心とする裁判所の判断の主要点は、以下のようなものである。
2　
国際司法裁判所の勧告的意見
⑴
　
国連の請求権とその根拠としての国際法人格
　
裁判所は、まず、国連が国際的な請求を行う能力をもつか否かは、憲章が国連に加盟国に対して国連自身の権利を
尊重するよう求め得るような地位を与えられているか否かであるとの判断を示した
）21
（
。そして、この問題に答えるため
には、憲章が国連に加盟国との関係で持っている権利を尊重するよう加盟国 求め得るような地位を与えているか否かを調べなければならないとした。裁判所によれば、これは、国連が「国際的人格」 （
international personality, 
personnalité  internationale ）をもつか否かに他ならなかっ
た
）21
（
。国連憲章に国連の国際法人格に関する規定がないため、
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裁判所は、憲章が国連にどのような性格を与えているかということに着目した
）10
（
。そして、一九四五年六月に国連が設
立され、その目的や原則は、憲章で規定されているが、国連がこれらの目的を達成すべく国際場裡で活動するためには、国際法人格をもつことが不可欠であるとした
）11
（
。裁判所の見解では、一九四六年の「国際連合の特権と免除に関す
る条約」は、署名国とこの機構の間の権利義務を生じさせた 「国際的な場と国際的な人格をもつ当事者の間以外でどうしてこのような条約が作用するのか理解す ことは困難」であった
）12
（
。そして、裁判所は、次のような判断を示
している。「裁判所の意見では、この機構は、権利や任務を行使し、享有することが想定されており、実際にそうしているのであって、これらの権利や任務は、大幅な国際的人格（
a large m
easure of international personality, une large m
esure de 
personnalité  internationale ）をもっていることと、国際的な場で活動する能力に基づいてのみ説明され得るものであ
る。この機構は、現在のところ最高の形態の国際組織であり、もし国際的人格が欠如していれば、創設者たちの意図を遂行することはできな
い
）11
（
。 」 「したがって、裁判所は、この機構が国際的人格者（
an international person, une 
personne internationale ）であるとの結論に達する
）11
（
。 」
　
もっとも、裁判所によれば、国連が国際法人格をもつことは、この機構が国家と同じであるとか、その法人格や権
利と義務が国家のそれらと同じものであることを意味せず、いわんや超国家的なもの いうことではなかった。国際法人格が意味したのは、国連が「国際法の主体であって、国際 な権利・義務をもち、国際請求を提起することによってその権利を守る能力をもつ」ということであった
）11
（
。
　
裁判所は、国連の国際的な権利から、 の機構がその職員の職務遂行中に受けた障害で被った損害に対する賠償を
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得るために、責任のある国家に対して請求できるような権利が生じているかどうかについて、次のように述べている。国家は、国際法によって認められた国際的権利と義務のすべてをもつが、この機構のような実体（
entity, entité ）
の権利や義務 「その構成文書で明示または黙示されているか、実行を通じて発達した目的や任務に依存する。 」この機構の任務は、国際的な場で五八ないしそ 以上の外務省との共同行動にかかっているとすれば、効果的に遂行できないも である。し がって、 「加盟 は、その任務の遂行に必要 国際的請求を行う能力をこ 機構に与えていると結論」した
）16
（
。
　
しかし、本件では、国連の職員が非加盟国で職務を遂行中に殺害されたため、裁判所は、国連が事件に責任を負う
べき非加盟国に対して損害賠償を得るための国際的な請求を行うことが か、それとも、当該非加盟国は、国連の国際的な請求を行う能力を否認できるかという問題に答えなければならなかった。この難問に直面した裁判所は、詳細な論証を省略して、この場合にも国連が請求権をもつことを認める観点から、次の に述 た。「国際社会の大多数を構成する五〇カ国は、国際法に従って国際的請求を行う能力とともに、たんにこれらの国のみによって認められたのではない、客観的 際人格（
objective international personality, une personnalité  internationale 
objective ）をもつ実体を創設する権限をもっていた
）11
（
。 」
⑵
　
国連の職員に関する保護権と黙示的権限
　
国連の国際法人格には直接関係しないが、裁判所は、本件の勧告的意見で国連が犠牲になった職員、または職員を
通じて権利をもつ者が受けた損害に対して請求を行う能力をもつか否かという問題についても、積極的な判断を示
4（（42‐2‐4（）国際組織の国際法人格の理論と実際（一）（東）
した
）11
（
。要点を簡潔に示せば、裁判所は、国家が他国の国際違法行為によって損害を被った自国民に関して行使できる
国際法の伝統的な規則に基づく外交的保護権と対比させつつ、国連が職務の遂行中に国家の国際義務に違反する行為によって損害を被った職員 関して「機能的保護権」 （
right of functional protection, droit de protection fonctionnelle ）を
もつことを認め
）11
（
。
　
裁判所は、この国連の職員に関する機能的保護権の根拠を探り、憲章には国連にこのような能力を与える明示的な
規定がないことを認めて、国連の任務に関する憲章規定やこの任務に関する職員の役割が、損害を被った職員を保護する権限を国連に与えていることを意味するか否かを検討した。そして、 「憲章は、明示的に規定していないが、この機構は、このような権限 もつとみなされなければならない」とし、この「権限は、国際法上、その任務の遂行に不可欠なものとして、憲章で必然的な含意（
necessary im
plication, consequence né cessaire ）として国連に与えられてい
る」という判断を示 た
）10
（
。
　
国連の職員に関する機能的保護権を明確に認めたこの判断は、以後、国際組織の設立文書に明示的な規定がなくて
も、当該組織がそ 目的 達成と任務の遂行上必要な権限は、暗黙に認め れているという、 「黙示的権限説」の有力な理論的根拠を提供することになった
）11
（
。なお、裁判所は、職員が無国籍である場合と職員が国籍国の行為によって
損害を被った場合も想定していた。裁判所は、犠牲者の職員の国籍国が職員に関して外交 をもち、国連の機能的保護権と競合する可能性を否定しなかったが その場合でも、一般条約や協定で調整することが可能であるとした
）11
（
。
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〔註〕（
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国際組織のこのような地位は、しばしば“
legal status ” と表現される。
Scherm
ers, H
. G
., International Institutional Law, vol.II, （
（9（2 ）, 
pp.（22-（29 .　
Scherem
ers, H
. G
., &
 Blokker, N
. M
., International Institutional Law, 4 th Rev.ed. M
artinus N
ijhoff （
2003 ）, pp.9（（-994 , 
§
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.F., The Legal Position of International O
rganizations: A Functional N
eccessity Analysis of their Legal Status and Im
m
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M
artinus N
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法
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と
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結
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ベッカーは、国際組織のこのような法的地位を示す用語として“
legal status ” より広い意味をもつ“
legal position ”
が
適
し
て
い
る
と
い
う。
Bekker, ibid, note （
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nion ：
EU
）の国際法における“
position ” も
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Lenaert, K
. &
 van N
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nion Law, 3 rd ed. Sw
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axw
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20（（ ）, p.9（（ .  本稿においても、国際組
織の国際法上の地位は、国際法人格という一般的・形式的な意味における地位とともに、国際組織の権能ないしは権限と国際責任という個別的・具体的な意味における地位を含むものとして論じる。
（
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国際組織の国際法上の地位は、二〇世紀初頭には、もっぱら国際法の主体ないし国際法上の人格者としての観点から議論され
た。詳細は、Ⅱの本文と註を参照。これは、その後も続いている。
Seidle- H
ohenveldern, I., The Legal Personality of International and 
Supranational O
rganizations, Revue Egyptienne de D
roit International （以下では、
REgyp.D
I
とする）
, vol.2（ , （
（9（（ ）, pp.3（-（2 , at p.3（ . 
M
ugerw
a, N
., Subject of International Law, Sø rensen, M
., （
ed. ）, M
anual of Public International Law, M
acm
illan （
（9（（ ）, pp. 24（-3（0 , at pp.2（（-
2（0 . Reutersw
ä rd, R., The Legal N
ature of International O
rganizations, N
ordisk Tidsskrit for International Ret og Jus G
entium
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ord.TIR
）, vol.49 , 
（
（9（0 ）, pp.（4-（（ .  国際司法裁判所も、
W
H
O
とエジプト間の協定の解釈に関する一九八〇年一二月二〇日の勧告的意見において、 「国
際組織は、国際法の主体（
International organizations are subjects of international law, L
ʼ organisation internationale est un sujet de droit 
international ）であり、そのようなものとして国際法の一般的規則、憲章または当事者となっている国際協定で課されているいずれ
かの義務によって拘束されている。 」とした。
W
H
O
が意見を要請したが、裁判所が応じなかった。 「武力紛争時における国家の核兵
器使用 合法性」に関する一九九六年七月八日 勧告的意見においても 「国際組織が国際法の主体であって、国家と異なり、一般
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的な権能（
com
petence ）をもたないことを指摘する必要はほとんどない。 」と述べている。
Interpretation of the A
greem
ent of 2（  M
arch 
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een W
H
O
 and Egypt, A
dvisory O
pinion, IC
J.Reports, （9（0 , pp.（9-90 , para.3（ .　
Legality of the U
se by a State of N
uclear W
eapons in 
arm
ed C
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ict, A
dvisory O
pinion, IC
J. Reports, （99（ , p.（（ , para.24 . 
 
　
国際連盟の設立後、国際組織の国際法人格に関する議論が徐々に一般化し、国際連合の設立後、本格的に行われるようになった。
ファスベンダーの以下の論文は、国際組織の国際法上の主体性を中心に論じた比較的新しい例である。
Vasß
bender, M
., D
ie 
V
ö lkerrechtssubjektivitä t internationaler O
rganisationen,  Ö
sterreichische Zeitschrift für öffentliches Recht und Völkerrecht （
Ö
ZöRV. ）, vol.3（ , 
（
（9（（ ）, pp. （（-49 . 
（
3） 
国際組織の国際法人格に関する議論を錯綜させている要因の一つに、国際法人格の概念やこの用語の意味内容が論者によって
異なって使用されていることがある。国連の国際法人格の存在をめぐる議論は、後述する、一九四九年四月一一日の国際司法裁判所「国連損害賠償事件」の勧告的意見で一応決着したが、勧告的意見は、さらに複雑な問題を提起してきている。
Injuries Suffered in the 
Service of the U
nited N
ations, A
dvisory O
pinion, （（  A
pril （949 , IC
J. Reports, （949 , pp.2-2（9 . 
 
　
周知の通り、法人格の概念の使用には、従来からもネカム（
A
. N
é ká m
）
に
よ
る
強
い
批
判
が
あ
り、
国
際
法
の
分
野
に
関
し
て
は、
オ
コ
ンネル（
D
.P. O
ʼ Connell ）の現状を冷静にとらえた指摘もある。
N
é ká m
, A
., The Personality C
onception of the Legal Personality, H
arvard 
U
niversty Press （
（93（ ）.　
ネカムは、法人格に関する議論の歴史的展開と内容を詳細に検討して、この概念を使用しないことを主張し
た。彼によれば、法人格の理論は、 「法的現象の科学的な意見としては、その基礎がまったく不正確で根拠がなく、その帰結（results ）を誤解させるもの」であった。また、人ではない権利主体を「法人格者」と呼ぶことにも異議を唱えて、 「法的実体」 （
legal 
entity ）の概念の使用を提唱した。
ibid., pp.（20-（24 .  オコンネルは、国内法学がこの（法人格に関する）問題に傾注していたまさにそ
の時期に、法人格 関する議論を回避できたのに、国内法が論争に飽き飽きしている時に、この問題に直面しているのは奇妙なことであると述べていた。
O
ʼ Connell, D
.P., International Law, vol.I, Stevens &
 Sons &
 O
ceana （
（9（（ ）, p.（9 .
 
　
しかし、この概念の使用は、 「国連損害賠償事件」以来、国際組織の法的地位に関してむしろ一般化しており、この概念を使用す
ることの適否を論じる段階ではない。むしろ、議論しなければならないのは、勧告的意見以来生じている概念上の混乱 整序し、さらに展開されつつある議論における恣意的ともみえる使用に歯止めをかけることである。ただ の国際法人格に関する錯綜
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する議論の現状をみると、ネカムの提言を検討する価値はあるかもしれない。
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　「法人格」と「法人格者」 （
legal person, personne juridique, Rechtsperson ）の直接の語源であるラテン語の
persona
は、演劇で使用さ
れる仮面（
m
ask ）とこれから転じて演劇における役割をさすようになった、発音も酷似するギリシャ語の
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来するらしい。ローマ法では
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は、後に訴訟手続における「政務官、審判人、原告、被告等」の法的な内容をもつ用語として
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an, E.J., The C
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恒藤、前掲論文（一） 、 『法学論叢』第二三巻一号（一九三〇） 、一九
－ 二〇、二五頁註一。同、前掲論文（二・完） 、 『法学論
叢』第二三巻六号、 （一九三一） 、八一九
－ 八二五、八二八
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－ 二二〇一頁。いずれにしても法人格の概念は、国際法上の権利義務や法的行為の種類や内容、範囲を量的に示す定
量的な意味を含まない。
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（） 
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と国際組織法の基本概念としての重要性に影響するものではない。
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eisberg, op.cit. supra, note （
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囲で「実体」ないし「法的実体」と う用語も使用 裁判所も国連に関して“
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une entité 》を使った。
IC
J. Reports, （949 , 
op.cit. supra, note （
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ers &
 Blokker, op.cit. supra, note （
（ ）, p.9（（ , 
§. （（（9 .
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9） 
権利能力や行為能力は、もともと国内私法上の概念である。国際 領域では、従来から権利や能力、権能 権限などの用語
がかならずしも明確に区別されずに使用され る。法律上の「能力」に 、権利義務 主体とな 資格をさす権利能力と法律行為を行う能力をさす行為能力がある。権利能力は、権利を享有しう 法律上の資格をさす。正確には権利を享有し、義務を履行すべき
4（（42‐2‐4（）国際組織の国際法人格の理論と実際（一）（東）
地位が問題になるから、権利・義務法力であるが、たんに「権利能力」とされている。もちろん、法的な実体には、公法上の権利能力もありうるが、近代法における私法上の権利関係 重視され、公法上の権利を享有す 地位に関する一般的な法理が存在しないこともあり、公法上の権利能力の観念は発達しなかった。
 
　「行為能力」は、法律行為を単独で完全に行いうる法的な能力ないし資格をさす。権利能力者が個々の権利や義務を取得するための主要な手段となるのが法律行為である。法律行為は、権利義務の取得や喪失をもたらすものであり、行為能力は、権利能力の存在を前提としている。した って 権利能力のない者には、行為能力はない。しかし、行為能力 もつ者には、必ず権利能力が備わっている。もっとも、権利能力者が単独で完全な法律行為をなすために 意思能力と行為能力を必要と る。末広厳太郎・田中耕太郎責任編集『法律学辞典』岩波書店、第一巻（一九三四） 、六五四
－ 六五六頁、第二巻（一九三七） 、六六四頁。我妻栄編集代表『新
版
  新法理学辞典』有斐閣（一九六八） 、二三四、二四七、二五二、八八八頁。末川博編『全訂
  法学辞典』日本評論社（一九七六） 、
二五二
－ 二五三、二六五
－ 二六六頁。
 
　
行為能力と「権能」や「権限」の区別は難しいが、国内法では、私法上の典型的な行為能力として、契約の締結、動産・不動産の
取得と処分、訴訟の提起がある。国内法の概念や 理を国際法の領域で類推・適用することには慎重でなければならない。しかし、国際法の多くの規則やそれらを含む制度が国内法の規則や制度の類推 拡大 縮小 どの必要な変更を加えて適用されてきたことは否定できない。事実、国連憲章第一〇四条 「 際連合 特権及び免除 関す 条約」 （ 「国連特権免除条約」 ）第一条、 「専門機関の特権及び免除に関する条約」 （ 「専門機関特権免除条約」 ）第二条は、それぞれ国連と専門機関が加盟国における法人格をもつことを明示的に規定し、次の能力（英語、フランス語、スペイン語では
capacity, capacité , capacidad ）をもつことを定めている。⒜契約を
締結すること、⒝不動産及び動産を取得し、及び処分するこ ⒞訴えを提起すること、である。わが国の公定訳では、これらの用語は、 「能力」であるが、条約 正文である中国語版の本文では、明確に「行為能力」となっていて、行為能力の概念は公認さ ているとみてよいであろう。重要なことは、国際法と 内法 違いを考慮にいれて理論構成をすることである。
 
　
国際法では、国際法の主体の権利能力や行為能力に関する確立した用語法 ない。上記のように、国連憲章や国連特権免除条約、
専門機関特権免除条約の関連規定では、国連などの加盟国の国内法上の行為能力を示すものとされている。本稿で 際法上 権利能力と行為能力を以下のような意味 用 る。権利能力は、国際組織を含む 主体の国際法上の権利義務をもつ資格をさし、
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行為能力は、条約の締結、職員の保護、使節の接受や派遣、領域の管理や統治、軍隊の保持・運用、国際的な訴訟の提起、国際責任などを享有し、負担する能力ないし資格をさすも とする。そして、国際組織の内部機関 設置や内部的秩序の維持、機関の設立文書やその他の文書に内部的規則、実行などに基づいて確立されているその他の能力ないし権能については、 「権限」（pow
er, com
petence ）の方がより適しているように思われるので、基本的にこの用語を用いることにする。
 
　
英米法では“
capacity ” は、行為能力をさす場合が多い。フランス語の《
capacité 》もほぼ同様の意味で用いられるが、行為能力は、
《
capacite juridique 》とも表現される。ドイツ語では、“
G
eschaftsfä higkeit, H
andlungsufä higkeit ”
で
あ
る。
英
米
法
系
の
国
際
法
学
者
で
こ
の
用語を国際法上の権利能力に近い意味で用いたのは ビン・チェンである。
Bin Cheng, Introduction to Subject of International Law, 
Bedjaoui, M
., （
gen.ed. ） International Law
: Achievem
ents and Prospects, M
artinus N
ijhoff （
（99（ ）, pp.23-40 . 
論文では、以下のように
“capacity ” を国際法人格の概念と関係づけて、権利や義務をもつ能力をさすものとして用いている。
　　
 　
“International legal personality is sim
ply legal personality under the international legal system
. It is the status enjoyed by subjects of 
international law, denoting their capacity to bear rights and duties under international law. By rights and duties of international law
 are m
eant 
strictly legal rights and legal duties, under rules of international law, directly possessed by, or incum
bent upon, the subject concerned. In other 
w
ords, international legal personality m
eans being the direct addressees of rules of rules of international law. ” ibid., p.2（ .
 
　
他方、ビン・チェンは、条約締結権や違 行為能力のような典型的な行為能力に属するとみられる行為について“
capacity ” ではな
く、“
right ” を用いている。“
right of treaty ”, “right to bring international claim
, to sue and be sued in the international plane ”, “right to be directly 
responsible for any breach of one' s ow
n legal obligations （
D
eliktsfä higkeit ） ”などである。
ibid. p.3（ .  スヘルメルスは、国際組織の国際法上
の行為能力を
Capacity to act under international law
” と表現している。彼は、この国際法上の行為能力として、他の「国際法主体を承
認する権利」もあげている。
Scherm
ers, H
.G
., The Internaional O
rganizations, Bedjaoui, （
gen. ed. ）, ibid., pp. （3-（（ .
 
　「国連損害賠償事件」の勧告的意見手続において事務総長の代理人（
Counsel ）として国際司法裁判所で陳述を行ったフェラー
（
A
,H
. Feller ）は、国連の国際法人格の存在を論じて、 「法人格の本質は、権利を享有し義務を負担する能力である。 」 （
The essence of 
legal personality is the capacity to enjoy legal rights and assum
e duties. ）である」として、“
capacity ” をやはり権利能力をさすものとして
扱った。そして、 「国際連合と呼ばれる国際法人格（者）は、同様に一般国際法と条約国際法から生じる権利を享有する。 」と述べ
4（（42‐2‐4（）国際組織の国際法人格の理論と実際（一）（東）
た。
Statem
ent by M
r. Feller, Counsel for the Secretary- G
eneral, A
nnexe aux Proces- Verbax, Cour Internationale de Justice, M
em
oires, Plaidoiries 
et D
ocum
ents, R
é parations des D
om
m
ages subis au Service des N
ations U
nies, Cour Internationale de Justice （
CIJ ）, （949 , pp.（0-93 , at p.（（ .
 
　
ドイツ法系の国際法学者は、従来から「国際法上の権利能力」 （
vö lkerrechtsliche Rechtsfä higkeit ）と「国際法上の行為能力」
 
（
vö lkerrechtsliche H
andlungsfä higkeit ）の用語を使い分けている。
K
orte, H
., G
rundfragen der völkerrechtlichen Rechtsfähigkeit und 
H
andlungstfähigkeit der Staaten, Verlag fü r Staatsw
issenschften und G
eschichte G
.m
.b.H
. （
（934 ）, pp.4（-（（ , （（-（2 , （3（-（43 .　
H
eydte, F. A
., 
Völkerrecht, Springer Verlag  （
（9（（ ）, pp.9（-9（ .　
Verdroß
, A
, Völkerrecht, （ te N
eubearbeit. &
 E
rw
eit.. A
ufl
, S
pringer V
erlag （
（9（4 ）, p.（90 .
 
 ライニシュは、国内法や国際組織の設立条約、本部協定、特権免除条約、裁判所、著述家などが用いている
legal （
juridical ） 
personality
や
legal （
juridical ） capacity について、つぎのようにいう。 「ほとんどの場合、
personality
は、特定の法秩序における法の主
体としてのある実体の存在に関するより基本的な概念として理解されている。これに対して、
capacity
は、よりしばしば、人格をも
つ実 が保持する特定の法的権能（
specifi
c legal pow
ers ）を示す、人格の資格（
a qualifi
cation of personality ）
で
あ
る
と
み
な
さ
れ
て
い
る。 」もっとも、法人格や能力などは、諸国の様々な法制度に深く根ざした概念であり、定義の仕方や適用にも違いがあるとし、諸国の裁判所や法理論における用語法は、用心して扱うべきで、根底にある考え方を容易に移し替えられるとは考えられないとして、慎重に対応する必要性を述べている。
Reinisch, A
., International O
rganizatios Before N
ational C
ourts, Cam
bridge U
niversity Press, （
2000 ）, 
pp.（4 ,（（ .
 
　
わが国では、国際組織の「権利能力」を論じた著作に山本草二『国際法』有斐閣（一九八五） 、一〇九
－ 一二四頁がある。同書で
は、国際組織の条約締結能力を国際法上の権利 としてい 。八八、一一七頁。 かし、本稿では、国際組織の条約締結能力を典型的な国際法上の行為能力とみる立場から論じる。
 
　
国際司法裁判所は、一九四九年の「国連損害賠償事件」の勧告的意見で、国連の国際請求を行う能力を“
capacity to bring an 
international claim
”, 《
la qualité  pour presenter une reclam
ation internationale 》と表現して、“
capacity ” に対応するフランス語には、
《
capacité 》ではなく、 《
qualité 》を用いた。裁判所は、国際請求を行う能力を“
com
petence ” とも表現したが、フランス語ではやはり
《
qualité 》を用いた。いずれにしても、国連の国際請求を提起する能力を国際行為能力とみていた可能性がある。
IC
J. Reports, （949 , 
ibid., p.（（（ .  なお、同事件において国連事務総長を代表して一九四九年三月七日に裁判所で陳述したケルノ（
I. K
erno ）
事
務
次
長
補
4（大阪学院大学法学研究 2016（42‐2‐4（）
は、以下のようにも陳述した。
　　
 「･･･
われわれの意見では、サン・フランシスコで憲章を作成した人びとは、独自の国際人格をもつ国際組織を創設した。国際人
格は、国際的性格に不可欠な若干の権利を含み、とくにこの不可欠な権利の中に、国連を代表して任務を遂行している組織の職員が損害を被った場合に彼らを保護する権利をもつのである。 」
Exposé  du D
r. Ivan K
erno, Cour Internationale de Justice （
CIJ ）, （949 , 
ibid., p.（（ .
 
　
国家の場合は、長い歴史的背景と形態や主権概念に基づく法的地位などの近似性から、国際法主体性ない 国際法人格とほぼ共通
する国際法上の権利能力や行為能力の因果関係を無視して論じてもさほど違和感は与えない。しかし、その歴史や規模、目的や任務が異なり、多様性を特徴とする国際組織を国家と同列に論じることはできない。
（
（0）　
この見解では、国際法人格をもつ実体、国家と国際組織は、同一の国際法上の権利義務と行為能力をもつことを認めなければな
らなくなるが、裁判所が同事件で示した 家と国連の国際法上の権利義務は同じ は という正当な判断と相容れない。
IC
J. 
Reports, （949 , op.cit. supra, note （
3 ）, p.9 .  また、裁判所が世界保健機関（
W
H
O
）による武力紛争における核兵器の使用の合法性に関す
る勧告的意見の要請を退けた際に示した、国際組織 法的能力は、 「専門性の原則」 （
principle of speciality ）によって規律され、組織
の任務によって異 という類似の判断とも整合しない。
IC
J. Rep. （99（ , op.cit. supra, note （
2 ）, p.（（ .  人権の国際的保障の動きの中で、
個人にも一定の国際法上の権利義務が認められつつあり、個人 国際法主体性、 たがっ 、国際法人格も否定しがたくなっているが、いうまでもなく、個人には国家や国 組織のような条約締結能力や使節の派遣・接受能力など く、条約などで特別に認めいる場合は別にして、国際請求を提起する能力もない。
（
（（） 
K
elsen, H
., Principles of International Law, 2 nd ed. Tucker, R. W
., （
rev. &
 ed. ） H
ort/  Rinehart &
 W
inston （
（9（（ ）, p.（（3 .  これは、彼の国
際法と国内法の一元論とは関係が い。
Scherm
ers, H
. G
. &
 Blokker, N
. M
., op.cit. supra, note （
（ ）, pp.9（（-9（（ , 
§
§. （（（9-（（（（ . Cheng, B., 
op. cit. supra, note （
4 ）, p.23 .
（
（2） 
国際組織を設立し、国際法上の権利能力や行為能力、責任能力などを付与するのは国家であり、その意味で国際組織の国際法
人格を生じさせるのは国家であるが、国際組織の国際法人格の有無を決定するのは国際法である。条約を締結するのは国家や国際組織であるが、条約の有効性や法的効果を生じさせる は、条約法という国際法の規則であることと同様である。付言すれば、 「国連
49（42‐2‐49）国際組織の国際法人格の理論と実際（一）（東）
損害賠償事件」が示すように、国際組織の設立条約に当該組織の国際法人格に関する明示的な規定がなくても、組織の国際法上の権利や義務、国際的な行為などから国際法人格が認められるという事実もこのような判断を間接 に裏付けるものである。
（
（3） 
Fedozzi, P., G
li enti collettivi nel diritto internazionale privato, con speciale riguardo al diritto di successione, Fratelli D
rucker （
（（9（ ）, 
p.（20 .  他方で、国際行政連合は、主権をもたないとして、国家のような国際法の主体であることを否認したという。国際法の主体性
と国家主権を結び付ければ、そのような判断にならざるを得ない。当時の国際社会における国家の地位とその権利義務関係が 主権を中心に判断されていたことが窺われる。国際行政連合や国際決済銀行、賠償委員会、国際連盟の国際法人格をめぐる議論については、ワイスベルグの簡潔な記述がある。
W
eissberg, op. cit. supra, note （
（ ）, pp.（-9 .
（
（4） 
Fusinato, G
., La personalità giuridica dellʼ Istituto internazionale di agricoltura, nel quale ricordava che la convenzione internazionale da cui 
era nato lʼ Istituto aveva riconosciuto a questo personalità giuridica internazionale, Rivista di D
iritto Internazionale （
RD
I （
2 ） ）
, vol.（ , （
（9（4 ）. 
pp.（（4-（（（ .  もっとも、彼も国際法の主体になれるのは国家だけであるとしており、ここでも国際法人格と国際法の主体との区別が
みられる。このような傾向は、国際連盟の設立後にも見られた。しかし、ジオット・ピントールは、国家だけが国際法人格者であって、国際連盟などは、たんに 際法の主体にすぎないというまっ く逆の主張をした。
Siotto- Pintor, M
., Les sujets du droit international 
autres que les Etats, RC
AD
I, vol.4（ , （
（932- III ）, pp.2（（ , 299 .
（
（（） 
N
eum
eyer, K
., Les U
nions Internationales, Revue de D
roit International （
RD
I, （
（ ） ）
, vol.2 , （
（924 ）, pp.3（（-3（（ .  ワイスバーグによれば、
アンツィロッティは、一九〇四年と一九一二年 著作で、それぞれ国家以外に国際法の主体が存在することは想定できず、国家間の相互関係を規律するために国家の集合的意思で設置される国際法の観念 ものから て、この法 主体は国家であり であると述べていた。
W
eissberg, op.cit. supra, note （
（ ）, pp.2-3 .  もっとも、アンツィロッティは、一九二八年の著作で国家主権と国際法
人格や国際法の主体の概念を結び付ける との誤りを指摘した。
A
nzilotti, D
., C
orso di diritto internazionale, 3 rd ed. vol.（ , A
thenaem
 
（
（92（ ）.,  『国際法の基礎理論』 （一又正雄訳） （一九七一） 、一七二
－ 一七三頁参照。
（
（（） 
International Institute of A
griculture v. P
rofi
li, C
ourt of C
assation, 2（  February （93（ , Annual D
igests of International Law
 Reports （
AD
ILR
）, 
vol.（ , （
（929-30 ）, Case N
o.2（4 , pp.4（3-4（（ . RD
I （
2 ）, vol.23  （
（93（ ）, p.3（（ . W
hitem
an, M
., D
igest of International Law, U
S.G
overnm
ent Printing 
O
ffi
ce, vol.（ , （
（9（3 ）, p.4（ .  一九三〇年六月二〇日にイタリアは、同研究所の特権・免除に関する法律を制定した。
Ibid., p.4（（ .
（0大阪学院大学法学研究 2016（42‐2‐（0）
（
（（） 
H
obson, A
., The International Institute of Agriculture: A
n H
istorical and C
ritical A
nalysis of its O
rganization, A
ctivities and Policies of 
A
dm
inistration, U
niversity of California Press （
（93（ ） pp.23（-23（ , 344-34（ .
（
（（） 
連盟については、その法的な性格も大きな論議の的になった。多くの論者は、連盟を「超国家」 （
Super State ）
で
あ
る
と
い
う
少
数説を否定し、 「国家連合」
 （
confederation ）であるした。コーベットもその一人であった。
Corbett, P.E., W
hat is the League of N
ations, 
Britsh Yearbook of International Law
 （
Brit.YIL ）, vol.24 , （
（923 ）, pp.（4（-（4（ .  アンツィロッティは、連盟を連邦国家と同様にみなした。一
又訳『国際法の基礎理論』 、前掲書、一六七
－ 一七二頁。連盟を超国家とみることに反対したウィリアムスは、連盟を「国家連合」
（
Confederation ）と呼ぶことにも異論を唱えた。そして、連盟がそのような特質を持たないとして、 「国家」 （
State ）や「連邦」
（
Federation ） 、 「国家連合」 （
U
nion of States ）などの名称を与えることにも反対した。
W
illiam
s, J.F., Som
e Aspects of the C
ovenant of the 
League of N
ations, O
xford U
niversity Press （
（934 ）, pp.3（-44 .  連盟は、国内私法上の類推をすれば、法人（
corporation ）のような性質を
持つとした。
ibid., pp.42-43 .
 
　
連盟の国際法人格の問題は、アメリカなどにおいて連盟の超国家的性格に関する懸念を引き起こした。この問題は、第二次世界大
戦後の国際連合の設立の際にも生じた。
（
（9） 
O
ppenheim
,L., Le Caractè re essentiel de la Socié té  des N
ations, Revue générale de D
roit International Public （
RG
D
IP
）, 2 m
e Sé r. vol.（ , 
（
（9（9 ）, p.234-244 .  連盟の国際法人格のその他の肯定論者として、以下のような専門家があげられる。オッペンハイム、ラルノード、
クラウス、ルジエー、フォーシーユ、レズロップ、レィ、シュッキング＝ヴェーベルク、シュトルプ、フライシュマン、リスト、フェアドロ アンツィロッティ、クンツ、マクネアー、ローレンス、コーベット、ローターパク などである。
Larnaude, M
.F., 
Société des N
ations, Im
prim
erie N
ationale （
（920 ）, p.4 . K
raus, H
., Vom
 W
esen des Völkerbundes, D
eutsche Verlagsgesellschaft für Politik und 
G
eschite （
（920 ）, pp.（2-（3 .  （もっとも、連盟の国際法人格への直接の言及はない）
 Rougier,A
., La Prem
iè re A
ssem
blé e de la Socié té  des 
N
ations, RG
D
IP. vol.23 , （
（92（ ）, p.200 . Fauchille, P., Traité de D
roit International Public, tom
.1 , Prem
iè re Partie, Rousseau （
（922 ）, pp.2（（-2（（ . 
Redslob, R., Théorie de la Société des N
ations, Rousseau （
（92（ ）, pp.（-（4 . Ray, J., C
om
m
entaire du Pacte de la Société des N
ations, Recueil Sirey 
（
（930 ）, pp.（3-（4 . Schücking, W
. &
 W
ehberg, H
., D
ie Satzungdes Völkerbundes, Band （ ,3  neubearbeitete und erw
eiterte A
uf.,F. Vahlen （
（93（ ）, 
p.（03 . L
iszt, F., Freischm
an （
ed. ）, D
as V
ölkerrecht, Springer V
erlag （
（92（ ）, pp.392-393 . V
erdross, A
., D
ie Verfassung der 
（（（42‐2‐（（）国際組織の国際法人格の理論と実際（一）（東）
Völkerrechtsgem
einschaft, Springer Verlag （
（92（ ）, p.（（（ . Strupp, K
., G
rundzüge des positiven Völkerrechts, （  A
uf. L. Röhrscheid Verlag. （
（932 ）, 
pp.（2-（3 . K
unz,J., D
ie Staatenverbindungen, W
. K
ohlham
m
er （
（929 ）, pp.（04-（0（ . O
ppenheim
, L. &
 M
cN
air, A
.D
., International Law, 4 th ed. 
Longm
ans/  G
reen &
 Co. （
（92（ ）, pp.32（-322 . Law
rence, T. J., The Principles of International Law, M
acm
illan （
（92（ ）, pp.（（ , （9 .
 
　
ローレンスは、連盟を「特殊な国際人格者」であるとしたオッペンハイムの著作を引用して、国家連合（
Staatenbund ）でも連邦国
家（
Bundesstaat ）でもない、 「異例の国際人格者」 （
an anom
alous international person ）であるとした。
ibid. O
ppenheim
, L.- Lauterpacht, H
., 
（
ed. ）, International Law, vol.（ , Longm
ans （
（9（3 ）, p.3（4 .   立作太郎『連盟規約論』 （一九三二） 、一六、一八
－ 四一頁。
 
　
連盟の国際法人格の否定論者は、ホール、マコウスキー、フーバーなどであった。立も連盟の法人格に消極的であった。
H
all, 
W
.E., International Law, （ th ed. O
xforf U
niversity Press （
（924 ）, p.32 . M
akow
ski, L., La Situation Juridique du Territoire de la Ville Libre, 
RG
D
IP. vol.30 , （
（923 ）, p.2（（ . H
uber, M
., D
ie konstruktiven G
rundlagen des V
ö lkerbund Vertrages, ZV, vol.（2 , （
（923 ）, pp.（（-（2 .  立、前掲書、
一八頁。
（
20） 
O
ppenheim
, RG
D
IP. ibid., pp.239-240 .　
オッペンハイムは、連盟の国際法人格の存在を国際法上の権利や義務とともに、国際法上
の行為能力とも絡めて認めたのであり、正しい判断であったといえよう。しかし、コーベットは、連盟の国際法人格を認めつつ、連盟がもつとされたこれらの権限について個別に吟味して、連盟は厳密にはこれらの権限をもっていないと主張した。
Corbett, op.cit. 
supra, note （
（（ ）.  なお、オッペンハイムの見解は、イギリス政府が「国連損害賠償事件」の際に国際司法裁判所に提出した、国連の
国際法人格 存在を詳細に論じた陳述書で言及されている。陳述書は、このフランス語版の論文に言及していないが、彼のその後の著作における連盟の国際法人格に関する記述 原典とみられ
W
ritten Statem
ent Presented by the G
overnm
ent of the U
nited K
ingdom
 
under A
rticle （（  of the Statute of the Court and the O
rder of the Court dated （（ th D
ecem
ber （94（ , M
em
oires, Plaidoireis et D
ocum
ents,R
é paration 
des D
om
m
ages suibs au Service des N
ations U
nies, Avis Consultatif du （（  Avril （949 , note 3 , IC
J.Report, （949 , op.cit.supra, N
ote （
3 ）, pp.2（-2（ .
（
2（） 
W
illiam
s, J.F., The Legal Character of the Bank for International Settlem
ent, Am
erican Journal of International Law （
Am
.JIL ）, vol.24 , （
（930 ）, 
p.4（（ , note （3 .
（
22） 
一九二一年の暫定協定は、スイスのモタ（
G
.M
otta ）連邦政治局長と連盟のドラモンド（
E. D
rum
m
ond, Sir ）
初
代
事
務
総
長
の
間
で同年七月一九日と一〇月二四日の交換書簡で結ばれた。事務総長は、スイス政府が書簡で提案した連盟の国際法人格に関する規定
（2大阪学院大学法学研究 2016（42‐2‐（2）
を時期尚早であり、さらに検討したいと回答していた。一九二六年の暫定協定は、同年九月二〇日に覚書（
N
ote ）の形で連盟理事会
に提出して承認された。
H
ill, M
., Im
m
unities and P
rivileges of International O
fficials: the E
xperience of the L
eague of N
ations, Carnegie 
Endow
m
ent for International Peace （
（94（ ）, pp.（2（ , （29 , （34 , （3（-（3（ . League of N
ations O
fficial Journal （
LN
O
J ）, （ th Year, N
o.（ , （92（ , 
pp.（40（ , （422-（424 .
（
23） 
一九二七年一二月一二日に常設国際司法裁判所（
PCIJ ）は、 「ダニューヴ河ヨーロッパ委員会の管轄権」に関する勧告的意見に
おいて、同委員会の任務と権限について次のように述べた。
 
　「ヨーロッパ委員会は、国家ではなく、特別な目的をもつ国際組織
 （
international institution ）であるから、その目的に関して確定規
程によって付与された任務だけをもつ。しかし、規程が制約を課していないかぎり、これらの任務を完全に遂行するための権限をもっている。 」
Jurisdiction of the European Com
m
ission of the D
anube, A
dvisory O
pinion, （92（ , PC
IJ.Ser.B, N
o.（4 ,p.（4 .  アンツィロッティが
一九二九年に国家だけを国際法の主体であると断定することの誤りを指摘するにいたっ のも、このような事情によるものであろう。 又訳『国際法の基礎理論』前掲書、一六七
－ 一七二頁。
（
24） 
サン・フランシスコ会議でベルギーの代表は、国連の国際的地位について、憲章で次のように規定する修正案を第四委員会第
二小委員会に提出した。 「憲章の当事国は、設立中の機構が国際的地位 関わる権利 ともに、そのような地位をもつこと承認する。 」しかし、修正案を審議した委員会は、国連の国際的地位を憲章で定めること 不必要であると判断した。委員会は、憲章規定の全体からみて暗黙裡に決定され であろうと判断した。
U
nited N
ations C
onference on International O
rganization （
U
N
C
IO
）, D
oc.（03 , 
IV
/2/ A
/（ , .（（（ . U
N
C
IO
. D
oc.Vol.（3 .D
ocs.（（3 , IV
/2/3（
⑵, ibid., pp.（（4-（（（ . D
oc.933 , IV
/2/ A
/42
⑵, ibid., p.（（0 . U
N
C
IO
. D
oc.（（（3 , 
IV
/（2/
⒧, ibid., p.（04 .  結局、会議では、国連の加盟国の国内における地位に関する第一〇四条と第一〇五条が置かれることになっ
た。
 
　
この事情を会議に出席したアメリカ代表団の団長ステティニアス（
E. Stettinius, Jr. ）
国
務
長
官
が
作
成
し
た『
国
際
連
合
憲
章：
サ
ン・
フランシスコ会議の成果に関する大統領への報告書』は、次のように説明してい 。
　　
 「この条文（憲章第一〇五条
－ 筆者注）は、この機構の『国際的人格』と呼ばれるものを扱っていない。この問題を検討した委員
会は、国際連合がいかなる意味においても超国家的なものであるとの意味合いを避けたかったのである。 （中略）国際的人格に関
（3（42‐2‐（3）国際組織の国際法人格の理論と実際（一）（東）
するその他のいかなる問題も憲章で述べられる必要はない。実行が必要とする限度の適当な規則の発達をもたらすであろう。 」
U
S. 
State D
epartm
ent, C
harter of the U
nited N
ations, Report to the President on the Results of the San Francisco C
onference by the C
hairm
an of the 
U
nited States D
elegation, the Secretary of State, （
（94（ ）, pp.（（（-（（（ .
（
2（） 
一九四八年五月一四日にパレスチナのユダヤ人勢力がイスラエル国家の成立を宣言し、これに反発したアラブ諸国が武力介入
して、第一次中東戦争になった。国連は、苦心して停戦をもたらし、パレスチナ休戦監視機構（
U
N
TSO
）を設立した。ベルナドッ
テ伯爵は スウェーデンの王室に近い、同国の赤十字社の副総裁であったが、ノルウェーの元外務大臣であったリー（
T. H
. Lie ）初
代事務総長の要請と安全保障理事会の常任理事 決定を経て、国連調停官（
U
N
 M
ediator on Palestine ）
に
就
任
し
て
い
た。
伯
爵
は、
パレスチナのアラブ人たちの立場 同情的であったと言われ、暗殺の前日に、アラブ人避難民のパレスチナ帰還と一九四七年一一月二九日に国連総会が採択し パレスチナ分割決議（パレスチナ アラブ人とユダヤ人の地区に分割し、エルサレムを国際化して国連の管理のもとに置くとするもので、表決結果は、賛成
33、反対
（3、棄権
（0であった）を若干アラブ人に有利に手直しするよう勧告す
る報告書を作成していた。なお、同地では、この事件ま にすでに六名の国連要員が殺害されていた。
Exposé  du D
r. Ivan K
erno, 
R
é paration des D
om
m
ages subis au Service des N
ations U
nies, A
nnexes aux Procé s- Verbaux, A
nnexes to the M
inutes, Sé ance publique du （  m
ars 
（949 , C
our Internationale de Justice, M
em
oires, Plaidoiries et D
ocum
ents, pp.（3-（4 . W
right, Q
.,R
esponsibility for Injuries to U
nited N
ations 
O
ffi
cials, E
ditorial C
om
m
ent, AJIL. vol.43 , （
（949 ）, p.9（ .  暗殺事件の詳細は、以下を参照。
U
nited N
ations, Bulletin, vol.（ , N
o.（ , O
ctober （ , 
（94（ , pp.（（（-（（（ . 
 
　
調停官暗殺のニュースは、同日、パリで開催されていた安全保障理事会に伝えられた。理事会は、翌一八日の第三五八回会合で、
「テロリストの犯罪集団の卑劣な行為による調停官の悲劇的な死に深い衝撃を受けた」として、事務総長に対して国連旗を三日間半旗にし、必要な経費を国連の運転基金で賄うことを要請する決議五七（一九四八）を全会一致で採択した。
U
N
. O
ff. Rec. Resolutions 
and D
ecisions of the Security C
ouncil （94（ , 3 rd Year, p.2（ .
（
2（） 
総会が裁判所に勧告的意見を要請した問題は、次のようなものであった。
 
　
 「Ⅰ．国連の職員（
agent ）が職務を遂行中に、国家責任を伴うような状況の下で損害を被った
 場合に、国連は、一機構として、責
任を負うべき法律上または事実上の政府に対して、⒜国際連合に、⒝犠牲者または犠牲者を通じて権限をもつ者にもたらされた損
（4大阪学院大学法学研究 2016（42‐2‐（4）
害について正当な賠償を得るために、国際的請求を行う能力をもつか。
 
　
   Ⅱ．第一点の⒝について肯定的な回答がでた場合に、国連の行為は、犠牲者が国民である国家のもつ権利とどのように調和されるべきか。 」
 
　
A
/ RES/2（（ （
III ）, A
/ PV.（（9 .03  D
ecem
ber （94（ . Reparation for Injuries Suffered in the Service of the U
nited N
ations, A
dvisory O
pinion, A
pril 
（（ th, （949 , IC
J. Reports （949 , op.cit.supra, note （
3 ）, pp.2-2（9 .（（（ .
（
2（） 
IC
J. Reports （949 , Ibid., pp.（（4-（（（ .  裁判所は、国連総会が勧告的意見を求めた本件の問題を最終的に以下のように再構成して判
断した。
 
　
問題Ｉ⒜：⒤
  国連の職員が任務遂行中に加盟国の責任を伴う状況で危害を受けた場合に、国連は、一機構として（以下では省略）
国連に生じた損害に関して賠償を得る目的で、事実上または法律上の政府に対する国際請求を提起する能力をもつ（全員一致） 。ⅱ
  国連の職員が職務遂行中に加盟国でない国 責任を伴う状況で危害を受け は、国連に生じた損害に関して賠償を
得る目的で、事実上または法律上の政府に対する国際請求を提起する能力をもつ（全員一致） 。
 
　
問題Ｉ⒝：⒤
  国連の職員が任務遂行中に加盟国の責任を伴う状況で危害を受けた場合、国連は、犠牲者または彼を通じて権利を
もつ者に生じた損害 関して賠償を得る目的で、事実上または法律 の政府に対する国際請求を提起する能力をもつ（
（（対
4） 。
ⅱ
  国連の職員が任務遂行中に非加盟国の責任を伴う状況で危害を受けた場合、国連は、犠牲者または彼を通じて権利をもつ に生
じた損害に関して賠償を得る目的で、事実上または法律上の政府に対する国際請求を提起する能力 もつ（
（（対
4） 。
 
　
問題Ⅱ：国連は、その職員が被った損害のための賠償請求を提起する場合、自らに対する義務の違反のみに基づいて行うことがで
きる。この規則の順守は、通常、国連の行為と職員の国籍国の権利 抵触を防止し、請求の調和をもたらす。さらに、この調和は、それぞれの特別な場合に当てはまる考慮及び国連が個々 との間で、一般的または各場合に行う合意に基づかなければならない（
（0対
4） 。
ibid., pp.（（（-（（（ .
（
2（） 
Ibid., p.（（（ .  裁判所は、本件における国連の「国際請求を提起する権能」を請求の確定、提示及び解決のために国際法で認めら
れた通常の方法に訴える能力であるとした。そして、その方法として、 「国際法によって認められた の確定、提出及び解決のために国際法によって認められ 通常の方法である抗議 調査の要請、交渉、合意に基づく仲裁裁判または（当裁判所）への付託」を
（（（42‐2‐（（）国際組織の国際法人格の理論と実際（一）（東）
あげた。
ibid., p.（（（ .  つまり、国際裁判所に訴訟を提起する能力に限定していなかった。請求権の性質については、議論があるが、
権利を実現するために行う請求は、権利と一体のものとみてよいであろう。しかし、侵害された権利の回復のための国際訴訟を提起すること 中心とする国際請求を行う能力は、国際法上 行為能力に属するとみなければならない。
M
ugerw
a, op.cit. supra, note （
2 ）, 
p.2（（ .
 
　
国連に国際請求を提起する能力がなければ、国連が加盟国の国際義務違反によって損害を被った場合に、どのようにして損害賠償
を受け得るのか判断できないという裁判所の見解は、一般論としては容認できる。請求権は、本来 権利を侵害されて損害を被った権利主体を保護 ためにあり、権利主体の権利とこの の侵害から生じた損害 対 請求権は、不可分のものである。請求権の裏付けのない権利は、法的 保護された利益とはいえない。したがって、権利主体、すなわち法人格者は、侵害された権利に関して当然に損害賠償請求権をもつことになる。もっとも、損害賠償の直接的請求から訴訟提起ま の請求権を具体的に行使する能力は、権利能力の範囲 超えて行為能力に属 。我妻栄、兼子一「請求」 、勝本正晃「損害賠償請求権」 末広・田中編、前掲『法律学辞典』第三巻（一九三六） 、一四八五
－ 一四八七、一七五五
－ 一七八五頁。
（
29） 
Ibid.  裁判所は、これは疑いもなく理論的な意見であり、時には論争を生じさせたが、国連が法人格をもつことが容認されれ
ば、国連が加盟国の負っている義務を 用できる 体であることを意味するとした。裁判所は この勧告的意見において国連の「国際的人格」 （
interanational personality, personnalité  internatinale ）と表現し、 「国際法人格」 （
international legal personality, personnalité  
juridique intenatinle ）という表現を用いていないが、その趣旨であることは明らかであるから、勧告的意見を引用する場合以外は
「国際法人格」と記すことにする。
（
30） 
Ibid.  裁判所は、この点に関して、まず、いずれの法制度においても法主体の性質やその権利の範囲は 同じものではなく、法
主体の性質は、社会の必要性に依存するとした。これに関連して、国連の任務や加盟国と機構の関係などについ 、次 よう 述べている。憲章は、この機構をたんなる「共通の目的 達成 あたっ 諸 の行動を調和するための中心」とすることに満足せず いくつかの機関を備えさせ、特別な任務を与えている。加盟国と機構 関係を定め、加盟国に機構の活動に対するあらゆる援助を与え、安全保障理事会の決定を履行するよう求め いる（第二条五項） 。総会には加盟国に勧告 る 限を与え 機構 は加盟国の領域における法的能力と特権や免除を与えている。加盟国 機構との間の協定の締結 ついても規定している。実行 く 機構が当
（（大阪学院大学法学研究 2016（42‐2‐（（）
事者である条約の締結は、機構が加盟国とは違う立場に立ち、加盟国に義務を想起させる任務を負わせている。この機構は、政治的団体、重要な性質の任務を負っている。これらの任務は、国際平和と安全を維持すること、諸国間の友好関係を発展させること 経済的、社会的、文化的または人道的な問題の解決のための国際協力を達成することなど幅広いものである（第一条） 。
ibid., pp.（（（-
（（9 .
（
3（） 
Ibid., p.（（（ .
（
32） 
Ibid., p.（（9 .
（
33） 
Ibid.  裁判所によれば、加盟国は、国連に一定の任務を付随する義務や責任とともに委ねて、これらの任務を効果的に遂行する
のに必要な権能を与えていた。
（
34） 
Ibid.
（
3（） 
Ibid.
（
3（） 
Ibid., pp.（（9-（（0 .  裁判所は、このように、国連が職員の職務遂行中に受けた危害に関して、国連自身が損害を被ったとして、賠
償を請求できることも明確に認めた。裁判所によれば、国連が自己に対する 義務違反によって損害を被った場合に、国際請求を行う能力を持つ には、疑問の余地はなかった。この損害 、国連自身の利益、行政的組織 財産や資産、擁護者であ 利益に対する損害について責任を負うべき加盟国に対して国際的請求を行うことが可能であった。
（
3（） 
Ibid., p.（（（ .  裁判所は、国際連合の国際法人格が非加盟国に対しても主張できるような「客観的国際人格」であり、国際社会の
大多数を構成する多数の国家（
（0ヵ国）が、 「国際法に従って」このような客観的国際法人格をもつ組織を創設する権限をもってい
たとした。しかし、諸国のそのような権限がどのような国際法の規則に基づく かは明らかにしなかった。なお、裁判所は 国連の国際法人格が機構を設立した諸国に って与えられたも であり、国連創設国 意思に基づくもの ることを明らかにした。他方で、 連の客観的国際法人格に関しては、非加盟国の意思 無視した。この問題に関する裁判所の説明は、 際法の解釈論というより、むしろ立 論であり、ローターパクトが指摘したよう 、裁判所による立法とみて いであろう。
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限をもつことを否定した。そして、個人的な請求を後援する権限が「必然的な含意」として国連に与えられているという裁判所の結論は、 （国際）裁判所が定めている規則では正当化されないと主張した。裁判官によれば、加盟国が国連に与えた権限は、憲章か加盟国が締結した補足的協定で述べられており、明示されてい 権限は
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暗黙には含まれなかった
｡
黙示的権限は、明示的権限から
生じるのであって、この権限の行使に必要なものに限られるが、そのような必要性は、示されていかった。
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